
平成２９年度決算に基づく健全化判断比率と資金不足比率について公表します。

　○　健全化判断比率

早期健全化基準

12.74

17.74

25.0

350.0

　○　資金不足比率

工業団地造成事業特別会計 - 20.0

※　実質赤字比率、連結実質赤字比率については、実質赤字額、連結実質赤字額がないため、 「－」

経営健全化基準

 と表示し、参考として括弧内に黒字の比率をマイナス表記しています。

　　　　　　　　（単位：％）

平成２９年度決算に基づく比率会　　計　　名

20.0

水道事業会計

20.0

※　いずれの会計も資金不足額がないため、「－」と表示しています。

-

-

-

20.0

農業集落排水事業特別会計

下水道事業特別会計

－
(-13.12)

8.7 35.0実質公債費比率

将来負担比率 48.5

区       分

　平成２９年度決算に基づく本市の各指標は、平成２８年度と比較して実質公債費比率については０．２ポイ
ント（平成２８年度数値８．９）改善、将来負担比率については３．０ポイント（平成２８年度数値４５．５）増加しま
したが、いずれも基準を下回ることができました。今後も計画的な財政運営により健全財政の確保を図ってま
いります。

実質赤字比率

連結実質赤字比率

　　　　　　　　（単位：％）

財政再生基準

20.0

30.0

平成２８年度決算に基づく比率

－
(-3.19)



－

(12.74)

－ 平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

(17.74) 1,255,214 1,121,495 1,243,745 ④の内訳

8.7 ① 2,320,787 2,335,142 2,349,453 上位３事業

(25.0) ② 下水道事業特別会計 677,241

48.5% ③ 農業集落排水事業特別会計 116,217

(350.0) ④ 895,871 817,004 826,961 水道事業会計 102,413

⑤ 171,801 158,542 177,836 

⑥ 84,445 106,270 181,408 

⑦ 0 26 110 

控除額計 A （⑧～⑪） 2,217,690 2,295,489 2,292,023 ⑥の内訳

（基準財政需要額に算入された額） 上位３事業

⑧ 72,602 76,963 82,465 社会福祉施設整備補助金 44,572

⑨ 498,218 571,843 622,848 土地改良区等事業負担金 14,163

⑩ 1,561,210 1,549,749 1,485,098 公共施設の建設事業費 25,710

⑪ 85,660 96,934 101,612 

13,426,691 13,763,180 14,049,306 

⑫ 標準税収入額等 5,901,875 5,889,941 5,810,382 

⑬ 普通交付税額 8,915,561 9,353,413 9,515,485 

⑭ 臨時財政対策債発行可能額 754,343 738,352 932,997 

控除額計　A－⑧ 2,145,088 2,218,526 2,209,558 

決算額
（単位：千円、％）

9.34865 8.14852 8.85271

⑴ 497,743

⑵ 0

⑶ 0 将来負担比率

区　　　　　　　　　　　　分

⑷ 672,838 地方債現在高 ⑴

債務負担行為に基づく支出予定額 ⑵

⑶

⑷

退職手当の支給予定額のうち一般会計等負担見込額 ⑸

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額 ⑹

⑸ 0 連結実質赤字額 ⑺

⑹ 1,047 ⑻

⑺ 0 充当可能基金現在高 ⑼

特定の歳入見込額 ⑽

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 ⑾

小計　（将来負担額－（⑼～⑾））　 （A)

⑻ 786,665 標準財政規模 ⑿

⑼ 85,831 災害復旧費等に係る基準財政需要額 ⒀

⑽ 315 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 ⒁

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金及び準元利償還金 ⒂

小計　（標準財政規模⑿－算入公債費等⒀～⒂） （B)

（注）

１　連結実質赤字比率は、赤字会計の合計値と黒字会計の合計値の絶対値であり、赤字の場合は整数値となる（黒字の場合は０となる。）

15,571,779

6,521,466

13,426,691

決算額（単位：千円、％）

26,076,426

28,395

4,453,201

0

0

8.7%

左の内訳

⑶の内訳
上位３事業

決算額（単位：千円）

水道事業会計

下水道事業特別会計 7,287,890

農業集落排水事業特別会計 1,010,250

764,016

　　実質公債費比率

左の内訳

決算額（単位：千円）

決算額（単位：千円）

区　　　　　　　分
決算額（単位：千円、％）

分　　子(①～⑦ － 控除額計A)

元利償還金の額
（繰上償還額等の額に係る分を除く）

積立不足額を考慮して算定した額

満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額）

（％）
（ 早 期 健 全 化 基 準 ）

（ 早 期 健 全 化 基 準 ）

連 結 実 質 赤 字 比 率
（％）

（ 早 期 健 全 化 基 準 ）

決算額（単位：千円、％）

（％）健 全 化 判 断 比 率 等 の 状 況
将 来 負 担 比 率

比
率
の
状
況

喜 多 方 市
実 質 赤 字 比 率

（％）

平 成 ２ ９ 年 度
実 質 公 債 費 比 率

資金不足比率

15,571,779

－

密度補正算入

連結実質赤字比率

0

支 払 繰 延 額 （B) 0

災害復旧費等

（単位：％）

一般会計

公有林整備事業特別会計　

塩川駅西土地区画整理事業特別会計

区                                  分

実
質
収
支

工業団地造成事業特別会計

下水道事業特別会計 －

－

26,147,251

197,688

介護保険事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

実
質
収
支

農業集落排水事業特別会計

資
金
不
足
額
又
は
資
金
剰
余
額

48.5%

498,218

85,660

水道事業会計

（B)

－

一
般
会
計
等

法
適
用
事
業

法
非
適
用
事
業

（A)

-

15,571,779

連結実質赤字比率（(1)～(9)の絶対値）　

連結実質赤字比率（A)/（B)×100

後期高齢者医療事業特別会計

そ
の
他
の
特
別
会
計

標準財政規模　

0

0

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

一時借入金の利子

特定財源の額

事業費補正算入

（ 早 期 健 全 化 基 準 ）

実質赤字比率

区                                    分

実質公債費比率（単年度）

実質公債費比率（３ヵ年平均）

繰 上 充 用 額

実 質 赤 字 比 率 （ （ A ） ＋ （ B ） ＋ （ C ） ） / （ D ）

標 準 財 政 規 模 （D)

事 業 繰 越 額 （C)

　　　　　分　　母(⑮～⑰ － (控除額計 A－⑧)）

（A)

将来負担比率　（A)　/　（B)　×　100

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額 9,062,156

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額 1,257,143

組合等の連結実質赤字額相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額 0

将
来
負
担
額

8,010,916

1,561,210


